
3.3 成果の社会的還元（地域貢献事例）について 

（1）地域共創研究クラスターの取り組み 

平成 27 年度の本 COC+事業発足と共に、本校では奈良県の重要課題に学内の研究シーズを結

集して取り組む学内横断的な研究体制を整え、5 分野の『地域共創研究クラスター』を設置

し、関連する県内企業・自治体・団体等と連携し研究開発を進めている。令和元年度は 5 年

目となり、多くのテーマで実用化に向けた試作・検証の段階に入っている。 

 

1）「福祉ロボットクラスター」の活動・成果 

a）介護ロボット“ひびき” 

 社会福祉法人 天寿会との共同研究により開発している介護ロボット“ひびき”の実用化に

向けた取り組みとして，インテックス大阪において 2019 年 4 月 18 日（木）〜20 日（土）の

期間開催された『バリアフリー2019』に開発した介護ロボット“ひびき”を出展した。そし

て、多くの来場者に対し、開発した介護ロボット“ひびき”の説明を行い、興味を持って頂い

た。会場での様子を写真 1に示す。  

  
写真 1 『バリアフリー2019』展示会場風景 

 

ｂ）高機能靴を用いた歩行訓練システム 

b-1)  歩行訓練システムの概要 
 本システムは図 1のように構成されている． 

 

 
図１ Constitution of Walking Training System 

 



本システムを用いた歩行訓練の流れは以下の通りである。まず、高齢者は高機能靴を装着

し歩行を行う。歩行時、高機能靴は足裏圧力を計測し、搭載された無線通信モジュールを介

して Android 端末に足裏圧力データを送信する。理学療法士は、送信されたデータから歩

行状態を推察し、端末を操作することにより任意の中敷き部の剛性を変化させる。高齢者

は、敷き部の剛性変化による足裏の触覚から正しい歩行を意識的に行う。上の手順を繰り返

すことで、学療法士は高齢者に効率的に歩行指導を行うことができる。 

 

b-2)  高機能靴概要 

高機能靴について概要を示す。機能靴の有する機能は「歩行時の足裏圧力分布の計測」、

中敷き部の剛性変化による足裏触覚からの歩行教示」の二つである。 

これらの機能のために、特殊なゴム要素(スポンジコア・ソフトラバーアクチュエータ)を

つま先部、土踏まず部、外足部、踵部の 4ヶ所に用いている。この要素は外力に対して内圧

が変化する特徴と、内部に空気を充填させることで要素自体の剛性が変化する特徴を有して

おり、足裏圧力の計測と中敷き部の剛性変化が可能である。 

  

b-3) 高機能靴特性実験 

 歩行訓練システムでは、高機能靴より得られる足裏圧力分布のデータから高齢者の歩行状

態を推察する工程が存在する。本実験では、この工程が可能であることを示すために高機能

靴で得られるデータと、歩行状態を評価するパラメータの一つである歩行角（足裏接地時に

つま先が体の正面に対してどの程度外に向いているか）との関連性を明らかにする。 

実験内容は，被験者が高機能靴を履き歩行角を-10°，10°，30°に合わせ歩行したとき

のデータを 10歩分測定するというものである。また、実験対象者は 19~22 歳の男性 10人と

した。表 1に 1歩毎の最大圧力をもとに平均値, 標準偏差を求めた結果を示す。“拇指球と

小指球の圧力比” (以下 圧力比 ) は 1歩毎の小指球部の最大圧力値を拇指球部の最大圧力

値で除したものの平均値と標準偏差である。 

 

表 1  Average and variance of maximum foot pressure at each walking angle 

Walking 
Angle[deg] 

Toes[kPa] Antithenar[kPa] Thenar[kPa] Heel[kPa] 
Antithenar 

per Thenar[-] 

-10° 34.2±15.1 54.0±32.7 24.5±15.7 61.8±18.9 3.94±6.62 

10° 43.9±19.2 33.8±17.9 26.3±13.7 63.7±22.3 2.37±6.71 

30° 46.3±21.4 22.1±12.5 24.9±15.2 71.4±23.0 1.30±1.73 
 

歩行角によって圧力比に優位な差が見られるかを t検定によって確認した。その結果、歩

行角が-10°と 10°，および 10°と 30°のいずれにおいても有意な差を確認することがで

きた。このことから、高機能靴より得られるデータと歩行角には関連があり、高機能靴を用

いることで歩行角を診断することが可能であることがわかる。 
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c) 安全かつ柔軟性を有する上腕義手肘継手を指向した小型アクチュエータの開発 

ヒトの肘関節は筋肉の強縮弛緩により外部からの衝撃を吸収できるが、上腕切断者はこの

機能を失う。また義肢装具士により処方される上腕義手についても柔軟な動作ができる肘継

手を持つものは見当たらない。そこで本研究では，MR 流体クラッチ機構と超音波モータと

を組み合わせた小型アクチュエータを開発し、上腕義手肘継手への適用を検討する。 
開発を進めている小型アクチュエータの基本構成を図 1 に示す。アクチュエータの要素で

あるクラッチ機構の伝達媒体として MR 流体を用いる。MR 流体は磁場印加によりレオロジ

ー特性が変化する機能性流体の一つであり、自動車のアクティブサスペンションなどへの実

用化が既になされている。超音波モータ 1 の回転入力を、クラッチ機構を通じて伝達するこ

とでシステム出力を取り出す。また、別の超音波モータ 2 による駆動でクラッチ機構外部の

ネオジウム磁石を動かして、MR 流体に印加する磁場を変化させる。磁場の変化で MR 流体

の降伏応力が変わるため、出力軸の硬さといえる制動トルクの制御がハードウェア上で可能

となる利点をもつ。 
 

 

図 1 提案している小型アクチュエータの基本構成 

 
既存の MR流体を用いたクラッチ機構では、磁場を印加するために電磁石を用いることが多

い。これは電流の制御性、応答性の良さ、コイル巻線回数と数アンペアの電流により大きな

磁場を発生できることが主な理由である。しかしながら、磁気回路にコイル巻線の空間およ

び励磁のための電力が必要となる。また、現在の数アンペアオーダの電流源は容積、重量と

もに大きく可搬性に乏しく、大電流によるジュール熱の発生に伴う影響も無視できない。こ

のため、電磁石を用いての MR流体を伝達媒体としたクラッチ機構の小型軽量化は困難である

といえ、義手にそのまま適用することは難しいと考えられる。 

本研究に関して、本年度の実施内容の概略を下記に述べる。 



c-1) 永久磁石を用いた MR流体クラッチ機構に関する検討[1] 

 昨年度に試作した磁場印加機構は、ネオジウム磁石を取り付けたヨーク部品の一端を回転

軸として弧を描くように径方向へネオジウム磁石を移動させてクラッチ機構への磁場印加量

を変化させる。この機構は永久磁石が回転軸により固定されるため高剛性が期待できる。し

かしながら昨年度に試作した機構では、磁気回路を構成するヨーク部品に切り欠きが存在し、

永久磁石から漏れ磁束が発生しうるため、設計段階での改善が必要であった。そこでヨーク

部品の回転軸を変更して、部品間の機械的干渉を除去できる設計を行った。磁場印加機構に

おける永久磁石の開閉動作の 3D-CAD図面を図 2に示す。改善の結果，クラッチ内に封入した

MR 流体へ作用する磁場印加量の調節幅を広げることができた。 

 
 
 
 
 
 
 

図 2 試作機の 3D-CAD図面（左：閉動作，右：開動作） 

 
 設計に従って、アクチュエータの試作を行った。その外観を図 3 に示す。試作アクチュエ

ータのみの重量は 414gであった。今後は動作確認試験および制動トルク特性に関する実験を

行っていく予定である。 

 
 
 
 
 
 
 

図 3 試作アクチュエータの外観（左：寸法，中：閉動作時，右：開動作時） 

 
c-2) MR 流体クラッチ機構における制動トルク理論式とサイズ変更に関する検討[2] 
 現在までに試作されている小型アクチュエータは、特にクラッチ機構については動作検証

を目的としているために義手（肘継手）への適用を考慮していなかった。そこで、実際に成

人男性の肘部分の計測を行って妥当なサイズ設計のための検討を行った。 
 まず、健常者（19～20 歳の男性 6 名）について、前肘部と後肘部との幅 a，内肘部と外肘

部との幅 b を測定した。その結果 a の平均値は 67.0mm，b の平均値は 84.1mm となり、こ

れを基本値としてクラッチ機構の設計を行う。しかしながら、現状のクラッチ機構では回転

径が 110mm であるため、これを 67mm 以内に収める必要がある。クラッチ機構の回転径が

大きければ円板径も大きくできるが、回転径を小さくすると制動トルクが減少してしまう。

120.9mm 

67mm 

34mm 



そのため円板の枚数を増加することで減少分を賄うことにした。ここでは 1 枚当たりの制動

トルクの減少分を考慮して必要となる円板枚数を概算し、検討した結果 21 枚が妥当と考え

た。 
 制動トルクの導出について、まず半径 R，回転軸半径 a の円板を考え、半径 r の微小半径

dr 部分が発生する摩擦トルク Tf’を求める。 

𝑇𝑇𝑓𝑓′ = 2𝜋𝜋𝑓𝑓𝑓𝑓 � 𝑟𝑟2𝑑𝑑𝑑𝑑
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円板の摩擦面は出力円板 1 枚に対して表裏 2 面あるので 
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ただし，𝑓𝑓𝑓𝑓は降伏せん断応力でせん断応力と降伏応力の和である。 
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MR 流体に含まれている鉄粉同士についても吸引力は磁束密度の二乗に比例すると仮定して、 
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出力円板の枚数を𝑁𝑁としたときのクラッチの制動トルク𝑇𝑇𝑁𝑁は、 
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のように求められる。 
 クラッチ機構のサイズ変更に伴う設計を行った。クラッチ機構の 3D-CAD 図面について、

出力円板を図 4 に、入力円板を図 5 に、クラッチ機構全体を図 6 に示す。 
 
 
 
 
 

図 4 出力円板の 3D-CAD 図面（左：現行，右：変更案） 
 
 
 
 
 
 

図 5 入力円板の 3D-CAD 図面（左：現行，右：変更案） 
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図 6 クラッチ機構全体の 3D-CAD 図面（左：現行，右：変更案） 
 

今後は、クラッチ機構のサイズ変更に伴って磁場印加機構の再設計が必要となる。また、

設計したクラッチ機構について、磁場解析を行い制動トルクの妥当性を検討する。さらに、

実際にクラッチ機構を試作して制動トルク特性の実測を行っていく予定である。 
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d)腕のセルフリハビリテーションを可能にする装着型アームの研究 

近年介護が必要になる主な原因は、脳卒中など脳血管疾患が約 17%と認知症の 18%に次いで

高くなっている(1)。こうした疾患により麻痺が生じた場合、関節の硬化や筋力の低下のため

生活機能の低下が問題になっている。こうした問題に対し作業療法士によるリハビリテーシ

ョンが有用である。 

しかし、2019 年度には 65 歳以上の高齢者人口が 3575 万人と国内総人口の 28.3%を占める

ほど高齢化が進んでおり(2)(3)、患者数は今後も増加し、作業療法士の負担は必然的に大きくな

ることが予想される。そのため、作業療法士への作業の依存が少ない「セルフリハビリテー

ション」を行うことに着目する。 

研究では、現在行われているリハビリテーションに装着型アームをもちいたシステムによ

り被介護者の機能回復を支援することを第一の目的とする。ここでは特に脳血管疾患によっ

て上肢片麻痺になった被介護者のセルフリハビリテーションを可能にするため、「片腕の動作

をもう片腕側で再現させ機能回復を図る」装置を提案し、前年度までに作成された装置の改

善と人間の上肢の動きを三次元的に再現できるデータの取得を目的とする。 
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d-1)人の腕の可動域 

人間の腕は肩，肘，手首の

三つの関節を有しており、そ

れぞれが自由度を持ってい

る。肩は 3自由度，肘は 1自

由度，手首は 3 自由度を持

ち、人間の腕は 7自由度で構

成され、それらにそれぞれ可

動 域 (Range of Motion, 

ROM)がある。今回の装置を製

作するにあたり、一般に人間

の腕の可動域とされている

角度を基に装置の可動域の

設定を行った。表 1に人間の

腕と装置における可動域を示す(4)． 

 

d-2)装着型アームの概要 

図 1(a)(b)に今年度作成した人間の腕の動作を検出する装着型アームを示す。  
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(a)side view             (b)back view 

Fig. 1 overview of device 
図 1 中①から④にはエンコーダが設置されており、各関節部の回転角を読み取る。肘の関

節 1軸にはエンコーダ①，肩の関節 3 軸にはエンコーダ①から③が対応する。 

 

d-3)実験結果 

製作した装置を上肢に装着し各関節を人間の可動域まで動かした。このとき、エンコーダ

①から④までの各回転角を検出したデータを図 2に示す。図 2より、得られた各エンコーダ

の回転角のデータは各関節の可動域の理論値を満たしている。このことから人間の肩と腕の

動きをデータで取得できることがわかる。 

Table 1  Range of Motion 
 Range of Motion [deg] 

shoulder girdle 

flexion 0~20 

extension 0~20 

elevation 0~20 

depression 0~10 

shoulder 

forward flexion 0~180 

backward extension 0~50 

abduction 0~180 

adduction 0 

elbow 
extension 0~145 

flexion 0~5 

 



 

Fig.2 Rotation angle of encoder 

 

新しく制作した装着型アームは肩 3 自由度の動きをデータでとることができるようになっ

た。今後は今回制作した装置と同形式で人間の腕を動かす装置を開発し、理学療法士による

リハビリテーションの動きを再現するための実験に取り組んでいく必要がある。 
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2）「農工連携クラスター」の活動・成果 

 奈良県は農業も盛んで、農作物の安定した供給確保が農業ビジネスの支えとなる。本クラ

スターでは、台風や積雪にも耐えうるビニールハウスの開発や、センサ技術を活用したビニ

ールハウス内・外での環境管理など工業的側面から県内農業を支えていく技術開発に取り組

んでいる。今年度は昨年採択された、「傾斜地における安全作業をサポートする電動式・移動

式作業台車兼運搬の開発」を中心に、これまで以上に連携研究が進んだ。本クラスターでは

様々な研究テーマを実施しており、その一例を下記に紹介する。 
 
a）傾斜地果樹園における安全作業を支援する電動作業台車兼運搬車の開発 

本研究では、園芸農家における作業の安全性向上および収穫物など運搬時の負荷軽減を目

的としている。安全に作業できる環境を提供するために、我々は傾斜地に広い水平スペース

を構築でき、かつ収穫物などを無人搬送可能な電動作業台車兼運搬車の開発に取り組んでい

る。 

          
傾斜地に広い水平スペースを構築       収穫物を無人搬送 

 (a) 作業台車兼運搬車の開発 

      
 (b) 自己位置情報通知システム 

 
b）生理状態センシングシステムの開発 

樹液流センサを開発し、植物の生理状態を数値データとして取得し、経験豊富な農業従事

者の「勘と経験」をデータ化する。今年度は樹液流測定センサの IoT 化を見据えて取り扱い

の簡単化を目指した。そのために植物茎内の水の流れを模した実験装置を作成し、これまで

設置が難しかった熱電対・データロガーを赤外線カメラで置き換えた。その結果、設置の簡

単化を実現し、熱電対と同様の精度で測定できることを確認した。 



 

   
 (a)植物を模した実験装置および SHB センサ概略図 

         
(b) Arduino を用いた測定装置           (c) 実験データ 

 
c）成果報告と今後の展望 

下記に示す研究成果が得られた。 

① 外部資金として、平成 30 年度「イノベーション創出強化研究推進事業(開発研究ステー

ジ）」において奈良県下企業との共同事業として採択された「傾斜地における安全作業を

サポートする電動式・移動式作業台車兼運搬の開発」が、今年度も引き続き継続採択され

た。 

② 以下の農業関連イベントにて、研究成果の出展、講演などを行った 

・京都府農林水産技術革新創出会議（KAFF-techフォーラム）（2019.6.20） 

・令和元年度近畿地域マッチングフォーラム「近畿地域におけるスマート農業の展望」

（2019.9.3） 

・アグリビジネス創出フェア（2019.11.20-11.22） 

・令和元年近畿地区ＪＡ青年大会（全国農協青年組織協議会主催）（2020.1.21） 

・九州スマート農業マッチングフェア（2020.1.30） 

③ 学会関連では、学術論文 1件、学術講演会での講演発表 5件の成果発表を行った。 

今後の展開は、奈良県農業研究開発センターをはじめとして県内企業、研究機関と連携を

さらに強化することで外部資金を獲得し、それぞれの研究テーマのさらなる発展を目指す。 

 

  



3）「医工連携クラスター」の活動・成果 

本クラスターは 10年後の高齢化率が 30%を超えると予測されている奈良県の医療現場にお

ける負担軽減を目的としている。具体的にはガン治療の身体的・精神的負担軽減のための温

熱療法（ハイパーサーミア）装置の開発と、要介護者の増加に伴う介護現場の負担を軽減す

るための遠隔見守りシステムの開発を行っている。 

 

a）温熱療法装置の開発 

磁気温熱治療用インプラントの作製手法の確立に取り組んでいる。粉末を媒介したチタン

箔の絞り加工においては必要となる φ1.0 mm 以下の直径の実現が困難であることがわかった。

そこで、絞りカプセルを縮径・長尺化する押出し法を数値解析結果から考案、設計・試作し

ている。図１に結果を示す。絞り加工～押出し加工の２プロセスで φ1.6 mm 長さ 1.6 mm のカプ

セルが得られた。今後、カプセルの径を φ1.6mm から φ1.2mm および φ1.2mm から φ0.8mm に縮径

していく。なお、マウス実験に必要となる各種予算申請については採択されなかった。 
 

 
図 1 チタンカプセルの縮経および長尺化を実現する押出し加工 

 

b）遠隔見守りシステムの開発 

これまでに介護者による助けが必要と思われる事態（ベッドからの転落や離床など）を自

動識別するセンサーシステム及び AIを作成している。人の動作には個人差が多く、同じ動作

であってもその速度によってセンサーが取得する値の特徴は大きく変化し、動作の識別精度

に大きく影響する。そこで、時間変化に対して頑健な手法である DTW: Dynamic time warping

を用いた波形データの分類と特徴分析を行っている。また、データをより短い長さに分割し、

それぞれに対して特徴分析と AI学習を行う。データのどの部分が識別に有用か区別すること

で、自動識別に必要な計算量を小さくすることができ、装置化した際の高速化、低コスト化

が見込める。 

 

 

 

 

  

カプセルの外観

写真 押出し加工時の面圧変化 



4）「スマートシティクラスター」の活動・成果 

a）革新二次電池用新規電解質の開発 

我が国が進める新エネルギー構想の中にある革新二次電池として金属空気二次電池に注目

し、新規電解質の開発を進めている。新規電解質としては、粘土鉱物の一種であるハイドロ

タルサイト様化合物（層状複水酸化物、LDH）に注目し、そのイオン伝導率と伝導機構につい

て明らかにすることで高イオン伝導率を有する新規電解質材料を開発している。具体的な内

容については守秘義務があり公開できないが、H30年度は LDHの新規合成法を確立し、現在、

奈良県企業と特許出願中である。我々が開発した新規 LDH はこれまで報告されている同材料

の中でも非常に高いイオン伝導度を実現している。また、これまでに合成が困難であった元

素についても合成可能となり、同材料のイオン伝導機構についても考察を深め、より低価格

で高機能な材料の開発に成功した。加えて、本電解質はアルカリ形燃料電池(AFC)用電解質と

しても期待できる。この様な取り組みの中、山田研究室は関西広域連合が 2018 年度に作成し

た「水素ポテンシャルマップ」資料中でも大学等、産業支援機関・公設試験研究機関の拠点

の一つとして掲載されるに至った。今後は AFC発電試験などを実施していく予定である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図. 金属空気二次電池の模式図         図. LDHの結晶構造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図. 開発に成功した新合成法で作製した LDH 

 



b）小水力発電機の開発 

H28 年 3月に奈良県吉野郡の小水力発電機の現地視察に始まり、H28年 4月には奈良県山辺

郡山添村的野地区において、自転車の前照灯用の発電機（ハブダイナモ）を使った小水力発

電システムの構築に動き出し、設置場所の自治体および吉野小水力推進協議会と連携しなが

ら小水力発電による電力確保に取り組んできた。H28 年 10月下旬には、試作機を現地に設置

することができた。地域の方々の間では小水力利用による再生可能エネルギー利用への関心

が高まりつつあり、H29 年度より試作機の性能向上と回収したエネルギーの利用方法の検討

のために、現地の方々による発電データの記録が続けられている。 

  
写真 左：テスト中の水車風景、右：バッテリーを充電状況測定風景 

 
c）交通インフラ情報の共有・統合方式の開発 

奈良交通株式会社、奈良県産業振興総合センターの協力のもとに、交通インフラ情報の共

有・統合方式の開発」を行っている。奈良交通から奈良県内のすべてのバス停の位置情報と

時刻表のデータを提供いただき、提供データを用いたバス・徒歩連携案内サービスを開発し

た。システムは任意の目的地と出発地を入力することでバスと徒歩を組み合わせた移動経路

を表示する。引き続き、サービスの運用を通じたシステムの改良と類似システムの開発を容

易にするためのフレームワーク化を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 開発したバス・徒歩連携案内サービス 
 
これら(a)~(c)の取り組みの中で培ってきた技術および学内の様々なシーズを融合し、今後

は近い将来訪れる「超スマート社会」に適合可能なテーラーメード型新技術の開発を行う。

具体的にはエネルギー材料の高効率化を図る ICT 技術の連携や材料開発に必要な情報科学の

活用の可能性を探索するとともに、これまで推進してきた様々な情報の共有・統合方式を確

立可能な技術を開発する予定である。 



5）「環境クラスター」の活動・成果 

奈良県科学技術基本計画の重点研究テーマの一つである『バイオマスの利活用技術の開発』

に関して、梅本樹脂工業㈱、奈良県産業振興総合センターと共同で H30 年度に引き続き研究

開発を実施した。 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セルロースナノファイバー(CNF)は、木材や植物繊維の基本構成要素で、幅 4～20nm程の繊

維である。植物細胞壁はセルロース約 40 %、リグニン約 20～30 %、ヘミセルロース約 20～

30 %で構成されており、一般的には木材チップに化学的処理を施し、リグニンおよびヘミセ

ルロースを取り除いた後、機械的あるいは化学的処理を行いナノサイズまで解繊することで

CNF が得られる。CNFはセルロース分子鎖の伸び切り鎖微結晶でできているため、鋼鉄の 1/5

の軽さでありながら、鋼鉄の 5 倍以上の強度を持ち、弾性率は鋼鉄の 2/3 程度で変形しにく

いという特徴がある。また，熱による膨張・収縮が少なく、環境負荷の少ない植物由来の素

材である。このような特徴の中でも軽量かつ高強度であるという点から、近年、金属代替品

としての CNF と樹脂との複合化が注目されている。金属部品を樹脂化することで軽量化や非

腐食性が達成され、たとえば車体の金属部品を樹脂化し、軽量化した場合、燃費が向上し、

エネルギーの消費や二酸化炭素ガスの排出を低減することができる。しかし、樹脂は弾性率

が低く強度も低い。そこで、強度向上、用途拡大を目指して、CNF複合化樹脂の作製が研究さ

れており、小型船舶の船体や自動車・鉄道車両の内外装などへの利用が期待されている。表

面に多数の OH基が存在するため CNFは親水性であるが、表面処理を行い疎水化することで疎

水性である樹脂と複合することができる。従来の研究では、熱可塑性樹脂であるポリプロピ

レン、ポリエチレン等と低疎水化 CNF との複合化による強度向上が報告されているが、より

高い強度を要求される熱硬化性樹脂との複合化は行われていない。そこで、本研究では熱硬

R1 年度研究テーマ 

「セルロースナノファイバーを用いた複合化プラスチックの開発」 

近年，鉄よりも強くて軽いと注目を集めているセルロースナノファイバー（CNF）を熱

硬化性樹脂に複合化し，新しい複合化プラスチックを開発する。 

■ 梅本樹脂工業株式会社 

CNF複合素材の試作製品開発 

■ 奈良県産業振興総合センター 

CNF 複合化素材及び試作製品の 

性能評価 

■ 奈良高専 

CNFのモルフォロジー 

CNF＋プラスチックの複合化研究開発 

■ 材料メーカー 

熱硬化性樹脂の供給 

■ 材料メーカー 

CNFの製造・供給 



化性樹脂であるフェノール樹脂に疎水化した CNF を複合させた新しい複合化熱硬化性樹脂を

開発することを目的に、様々な条件で作製された CNF および CNF 複合化樹脂についてのモル

フォロジーおよび疎水化度を検討するとともに、CNF 複合化樹脂の曲げ弾性、引張強度等の機

械的物性試験を行い、最も有効な CNF複合条件を明らかにする目的で研究を行った。 

CNF としては粉末状の解繊法、疎水化法が異なるA 社と B 社の 2 種類の CNF(A)および CNF(B)

を用いた。走査型電子顕微鏡を用いて、倍率 1000～10000

倍で形態観察を行った。疎水化度の評価は、FT-IR より得

られた非疎水化 CNF および疎水化 CNF の吸収スペクト

ルを比較することで行った。熱特性の評価は、窒素雰囲気

下および酸素雰囲気下で熱重量分析装置を用いて行った。

CNF 複合化素材の試験片作製は、疎水化 CNF（CNF 複合率: 

0, 1, 3, 5%）とフェノール樹脂を混錬した後、トランスフ

ァー型プラスチック成型機を用いて、金型成型を行った。

作製した複合化素材試験片の機械的物性試験の測定は引

張試験機および曲げ試験機を用いて行った。 

 

CNF のモルフォロジーの検討 

Fig. 2は疎水化 CNFの SEM画像の一例を示している。している。CNF(A)と CNF(B)を比較す

ると、CNF(A)は 170 nm、CNF(B)は 150 nmと CNF(B)の方が繊維の長さがより短いことが分か

る。さらに、凝集した繊維の幅も CNF(B)の方が細く、CNF(A)は 1.2 μm、CNF(B)は 0.5 μm

である。これらのことから、CNF(B)の方がより細かく解繊されており、また凝集も少ないこ

とから表面修飾による CNF表面の疎水化度がより高いと考えられる。 

 

 

 

 

CNF の疎水化度の評価 

非疎水化 CNF および疎水化 CNF は KBr 錠剤法を用いて得られたフーリエ変換赤外分光光度

計 FT-IRの吸収スペクトルより疎水化の評価を行った。Fig. 3は得られた非疎水化 CNF、疎

水化 CNF(A)および CNF(B)の吸収スペクトルである。表面修飾によって、CNF 表面の一部の OH

基が置換されていることが確認でき、CNF(B)の方が CNF(A)より疎水化度が高いことが分かっ

た。 

  

Fig. 1 CNF複合化素材の試験片 

0.5 µm

150 nm

1.2 µm

170 nm

CNF(A) CNF(B) 

Fig. 2 CNF の SEM 写真 



 

CNF の熱特性の評価 

Fig. 4 は疎水化 CNF(A)および CNF(B)

と結晶セルロースの熱分析の結果であ

る。熱重量分析の測定結果を示した。

CNF(A)の残渣は少なく、不純物が少ない

ことが確認できた。 

 

CNF 複合化素材の機械的物性評価 

Fig. 5 は熱硬化性フェノール樹脂と

疎水化 CNF の複合化素材の試作製品の

曲げ強度の測定結果の一例を示した。CNF(B)の複合化 素

材は CNF 複合率によって大きな差異はないが、CNF(A)の複合化素材は複合することで強度が

約 20％増加することが分かった。配合比率 3%が最適でさらに配合比率を高めると、樹脂中で

CNF が凝集し強度が低下することが明らかとなった。また、Fig. 6 は同様に複合化素材の試

作製品の引張強度の測定結果の一例を示した。CNF(A)の複合化素材は曲げ強度と同様に CNF

配合比率の増加につれて約 20%増加し、3%の配合比率が最適であった。成型品の品質安定化の

ためには混錬時の CNF の均一な分散、成型時の温度、温度保持時間の制御が重要であること

が明らかとなった。加えて、CNFの長さ、太さといった形態や CNFと樹脂との相溶性、Fig. 4

に示したように CNF の純度も複合化素材の機械的強度に影響を及ぼすことが明らかとなった。 

 

 

CNF(A) CNF(B) 

Fig. 3 CNF の FT-IR スペクトル 
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Fig. 4 CNF の熱重量分析 

Fig. 5 CNF 複合化素材の曲げ強度評価 

 

CNF(B) 
CNF(A) 



 

 

 

（2）地域共創研究クラスターの研究内容ＰＲ・特別講演会 

1）『森林・林業交流研究発表会』での「環境クラスター」研究内容発表 

本校では地方創生推進事業（COC+）の一環として、奈良県の課題である林業復興を目指

し、「環境クラスター」研究活動において「間伐材の有効利用」をテーマに取り組んでい

る。 「環境クラスター」のリーダーである本校物質化学工学科 中村秀美教授が昨年度に続

き、近畿中国森林管理局主催の令和元年度「森林・林業交流研究発表会」（令和元年 11月

13 日(水) 於、近畿中国森林管理局）において「間伐材の有効利用で林業復興を目指す取り

組み」と題し研究内容を発表した。現在、「環境クラスター」では、木材を原料とするセル

ロースナノファイバー（CNF）に着目し、近年、金属代替品として注目されている CNF と樹

脂との複合化をテーマに研究開発に取り組んでおり、これまでの研究成果と今後の課題等に

つき紹介した。当日は、他の発表者も含め多数の森林・林業関係者が熱心な眼差しで聴講し

会場は熱気に包まれ、審査委員との間で活発な質疑応答も行われた。 

  
写真 1 「森林・林業交流研究発表会」本校中村教授発表風景 

 

2）ＪＡならけん主催のイベントで農工連携クラスター研究内容を紹介 

令和元年 12月 17日（火）、ＪＡならけん本店（奈良県農協会館 5 階）会議室で開催された

『ＪＡならけん青壮年部発足 20 年特別企画「マッチングミーティング」』に出展し、本校電子制

御工学科 飯田賢一教授より本校が取り組む「農工連携クラスター」の研究内容・成果を紹介し

た。 
イベントを通じ県内の農業従事者の皆様に本校の農業関連研究内容を知っていただき、本校の
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Fig. 6 CNF 複合化素材の引張強度評価 
 
 



シーズと農業現場のニーズとのマッチングを探ることを目的とした。 
後半の展示会では、本校コーナーにて、ハンズフリー収穫・運搬台車の実物を展示し、人物追

従システムを搭載した農作物運搬ロボットなども動画コンテンツを交えて紹介し、約 40 名の来

場者の高い関心を集めた。 

  

写真 2 左：飯田教授による研究内容紹介風景 右：展示会風景 
 

3）令和元年度近畿地区ＪＡ青年大会のパネルディスカッションに本校教員が参加 

令和 2 年 1 月 21 日（火）、ホテル日航奈良において『令和元年度近畿地区ＪＡ青年大会』に

おけるパネルディスカッションに本校「農工連携クラスター」メンバーの教員（飯田教授、福岡

准教授、土井(滋)准教授、岩田講師）が参加し、約 50 名の来場者（県内農業従事者）との間

で、農業の現場でどのような作業を自動化したいかといった観点を中心にスマート農業に向けた

活発な議論を行うと共に、県内農業関係者との交流を深めた。 

  

写真 3 「令和元年度近畿地区ＪＡ青年大会」でのパネルディスカッション風景 

 

4）『第 4回福祉機器展 in 奈良 2019』で「福祉ロボットクラスター」研究内容出展 

令和元年 9月 21日（土）に県営福祉パークで行われた「第 4回福祉機器展 in 奈良 

2019」（主催：社会福祉法人奈良県社会福祉事業団）において、電子制御工学科 早川 恭
弘 教授による『高機能歩行支援靴』『介護移乗移動ロボット「ひびき」』等の研究紹介を

行い、福祉機器に関心を持つ県民の方々と交流を行った。 

 

  



 
 

  

写真 4 左：出展風景、右：早川教授による研究紹介 

 

 

 

 

（3）技術サポートを通じた地域産業・地域教育への貢献 

1）県内市町村等との連携による理系教育を通じた地域での人材育成 

本校では、県内市町村での各種教育イベントに教員・学生が参加し、地域の子供たちへの

理系教育を積極的に推し進め、地域に貢献する人材の育成に取り組んでいる。 

 

a）生駒市『いこまっこチャレンジ教室』 

本校と生駒市との学市連携協定に基づき、生駒市の子供たちを対象に各種科学教室を実施

し、多くの子供たちが理系教育の楽しさを体験しました。 

 

a-1)「からくり人形を作ろう」 

令和元年 9 月 1 日（日）生駒市たけまるホールにて、機械工学科 廣 和樹 教授、教育研究支

援室 尾﨑 充紀 技術専門員、補助学生 7 名が科学教室「いこまっこチャレンジ教室『からく

り人形を作ろう』」を実施した。参加した子供たちは、からくり人形の一つである「連理返り

人形」を、本校が製作したオリジナルキットを組み立てて工作し、人形が階段を降りていく動

きを楽しみました。 

  

写真 1 「からくり人形を作ろう」の風景 

 



 
 

a-2）「微生物の働きを調べよう」 

令和元年 9月 29日（日）に本校物質化学工学科棟 3階実験室にて、物質化学工学科 三

木 功次郎 教授、一般教科 北村 誠 准教授、物質化学工学科 5年生 4名で科学教室「いこ

まっこチャレンジ教室『微生物』の働きを調べよう」を実施した。米こうじが澱粉を分解

することを実験で確かめることから始まり、パン酵母を水に入れ、その中にぶどう糖を入

れ発酵させる実験など、初めて体験する微生物の働きに参加した子供たちは感動しました。 

  
写真 2 「微生物の働きを調べよう」の風景 

 

a-3）「プログラミングに挑戦」 

令和元年 12 月 15 日(日)に生駒市との学市連携事業による「いこまっこチャレンジ教室

『プログラミングに挑戦』」を開催し、本校、情報工学科 山口 賢一 准教授、岩田 大志 講

師、市川 嘉裕 助教、教育研究支援室 西野 貴之 技術専門職員、及び本校学生が参加した。 

 集まった子供たちは、プログラミングの楽しさを体感し、約 3 時間の講義の間、終始パソ

コンに向かって熱心に取り組みました。 

  

写真 3 「プログラミングに挑戦」の風景 

 

b）三宅町『こども科学教室～ロボットプログラミングを体験しよう』 

令和元年 8 月 27 日（火）、三宅町中央公民館において、本校電子制御工学科 玉木 隆幸 准教

授及び学生 8 名による、教育用 LEGO Mindstorms というロボットキットを使用したプログラミ

ング教室を開催し、三宅町在住の小学生 14 名が参加しました。 

冒頭、玉木准教授より奈良高専の紹介があり、続いて学生よりルールや使い方の説明がありまし

た。 その後、受講生１人に 1 台ずつロボットキットが配られ、電子パッドによるプログラミング

操作を習得しながら、プログラムに沿ったロボットの動きを体感しました。 



授業の合間に三宅町 森田町長も視察に立ち寄られ本授業の盛況さ、子供たちの熱心さに高

い関心を寄せられました。 参加した小学生たちは、モチベーションも高く、休憩を取るのも

忘れるくらい一生懸命プログラミングに取り組み、楽しさの中に真剣さが加わった充実した

授業となった。  

  

写真 4 「ロボットプログラミングを体験しよう」の風景 
 
 

2）地元ショッピングモールと連携した地域創生共同イベントの実施 

本校では、COC+事業の目的の一つである地域産業活性化に向け、地域住民との交流を推し進

めている。平成 29年度より毎年度地元ショッピングモールと連携した地域創生共同イベント

の開催を通じ地域活性化に取り組んでいる。 

 

◆『歯ブラシで動く金魚ロボットを作ろう！』 

令和元年 11 月 4 日（月）、イオンモール大和郡山との地域創生共同イベントとして、本校機

械工学科 須田 敦 助教、谷口 幸典 准教授及び技術系職員による「歯ブラシで動く金魚ロボ

ットを作ろう！」を開催した。 
参加した子供たちは、本校で製作した枠型から必要な部品を切り離し、ロボットの動作の要

となる歯ブラシ、モーターと電池ボックスを土台となる金魚型の板に設置し、もう一枚の金

魚型を土台に取り付け、スイッチを入れ動作を確認した。 
完成した金魚ロボットは底面に取り付けた歯ブラシの位置によって、真っ直ぐ泳ぎだすもの、

その場で回転してしまうものなど、様々な動きが見られ参加者から驚きの歓声が沸き起った。 

   

       写真 5 『歯ブラシで動く金魚ロボットを作ろう！』開催風景 

 

 



◆『金魚フェス inイオンモール大和郡山』に本校が参加 

令和元年 11月 10日（日）、イオンモール大和郡山で開催された『金魚フェス』に本校が参

加し、前週（11 月 4 日）の工作教室で作製した金魚ロボットを実演し、多くの来場者がその

楽しさを体感した。当日は、大和郡山市長、大和郡山商工会会長も視察のため本校ブースに

立ち寄られ、奈良高専オリジナルの「金魚ロボット」のアイデアに共感されると共に、工作

を通じ理系への関心を高める目的の工作教室に対し高い関心を寄せられ、激励をいただいた。 

  
   写真 6 『金魚フェス inイオンモール大和郡山』本校コーナーの風景 

 

 

 

（4）イベント等を通じ奈良高専及び COC+事業をＰＲ 

1）令和元年度『COC+シンポジウム』で学生がパネルディスカッションに参加 

令和元年 12月 5日（水）奈良女子大学記念館にて奈良女子大学・奈良工業高等専門学

校・ 

奈良県立大学の 3校による令和元年度『COC+シンポジウム』を開催し、事業協働機関や県内

企業、自治体など多数の参加があった。第一部では、各校より今年度の活動報告及びこれま

での 5年間の活動総括がありました。第二部では、「『やまと』再構築プロジェクトがもたら

したもの」と題し、3校の学生及び卒業生 4名が参加し、企業、自治体の人たちとの間でパ

ネルディスカッションが行われた。本校からは専攻科 1年 吉村勘太郎君が参加し、本校の

地域創生科目の受講や県内企業見学会への参加などを通じ奈良県の課題に向き合った体験を

もとに地域への思いについて積極的に意見を述べた。 

    

写真 1 『COC+シンポジウム』全体風景（左）、パネルディスカッション風景（右） 

 



2）3 機関連携『大和郡山城天守台プロジェクションマッピング』を開催 

  令和元年 12月 21日(土)、大和郡山市・阪南大学・奈良高専による３機関連携「大和郡山

城天守台プロジェクションマッピング」を開催した。 
 当日は、大和郡山市上田市長の開会挨拶に始まり、阪南大学 来村教授による石垣に関する歴史

的な観点からのお話、本校 稲田准教授による天文の話があり、最後に、阪南大学・本校の学生

が製作したプロジェクションマッピングを来場者とともに楽しんだ。 

  

写真 2 『大和郡山城天守台プロジェクションマッピング』風景 

 

3）『大学・高専・企業 マッチング交流会』を開催 

令和 2年 1月 24日(金)、2大学（奈良女子大学・武庫川女子大学）、6高専（奈良高専・大

阪府立大学高専・明石高専・鈴鹿高専・鳥羽商船高専・富山高専）は、クリエイション・コア

東大阪で「大学・高専・企業 マッチング交流会」を開催した。（主催：奈良高専、共催：奈良

女子大学・武庫川女子大学、後援：近畿経済産業局・大阪府・奈良県・(一財)大阪科学技術セ

ンター・池田泉州銀行） 

本イベントは、産業界と 2 大学 6 高専とのマッチングの場を創出し、大学・高専と企業との

縁づくり、地域経済活性化及び技術振興を図ることを目的として、本校が中心となり実施し

た。当日は、各大学・高専教員より、ダイバーシティの取り組みや研究事例紹介などが行わ

れ、その後、大学・高専と企業との意見交換及び「関西ものづくり新撰」選定企業のパネル紹

介・見学を行う情報交換会が行われた。57 機関（関係機関含む）123 名の参加者で会場は熱

気に包まれ、活発な交流を通じて、参加企業と各大学・高専が産学官金連携・就職などにお

いて関係が深まる有意義な開催となった。 

  

写真 3 『大学・高専・企業マッチング交流会』風景 

 



4）『奈良高専 地域イノベーションコンソーシアム』第 3回総会を開催 

本コンソーシアムは、奈良高専を地域イノベーション拠点とした活動を通じて、産学官金

協働による知的創造と地域経済の活性化を目指し平成 29年 2月に設立した。設立以来、毎年

度総会を開催し、会員企業との交流を深めてきた。 

今年度は、令和元年 9 月 13 日(金)に第 3 回総会を開催した。（於、奈良高専 地域創生交

流室）当日は 35 社・機関 47 名の会員・特別会員が出席し、本校学生 3 名が研究シーズの事

例発表を行い、発表後、活発な質疑応答もあり、出席者の高い関心を集めた。また、今回はポ

スターセッションの時間も設け、本校教員・学生によるポスター発表が行われ、参加会員企

業との交流を深めた。閉会後には情報交換会も開催し、活発な意見交換が行われた。 

   

  写真 4 『奈良高専地域イノベーションコンソーシアム』第 3回総会風景 

 

  



（5）COC+活動の積極的な広報 

本校は、COC+活動内容を広く知っていただくために、ホームページでの情報発信や各種メデ

ィアに向けた積極的な広報活動に日々努めている。 

令和元年度の本校 COC+活動は表 1のように各種メディアに取り上げられた。 

  

 

表 1 令和元年度 COC+活動の各種メディア掲載一覧 

 

また、学内での COC+事業の周知を図るため、平成 30年度より学内全教職員向けに「COC+だよ

り」を発刊し、定期的に本校 COC+事業の近況を情報発信している。 

     
      図 1 「COC+だより」左より VoL.1、VoL.2、VoL.3 VoL.4 VoL.5 

 

 

 

  




